
個人情報保護条例改正への具体的取組事項を学ぶ

2022.9.9 於：杉並区議会第二委員会室
原田 富弘（せたがや市民講座）

[1]法改正と法成立後の経過

[2]条例改正に向けての具体的要望事項
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個人情報保護委員会
政令規則告示改正

概要資料
(2022年4月20日)

https://www.ppc.go.jp
/files/pdf/220420_sei
reikisokuguidelines_gai
you.pdf

2023年4月
改正施行



◎個人情報保護制度の見直しに関するタスクフォース（2019.12.25～2020.12.23)
内閣官房、総務省、個人情報保護委員会

2020.8｢個人情報保護制度の見直しに向けた中間整理｣
2020.12「個人情報保護制度の見直しに関する最終報告」

◎個人情報保護制度の見直しに関する検討会 （有識者で構成 2020.3.9～2020.12.17)

2020.8.17｢中間整理案｣、 2020.12.17 「最終報告案」

◎地方公共団体の個人情報保護制度に関する懇談会（事務局:個人情報保護委員会）

東京都、神奈川県、山梨県、神戸市、和泉市、五霞町、那賀町、全国知事会、全国市長会、全国町村会
(1)2019.12/2 (2)2020.1/29 (3)5/25 (4)7/3

◎2021.5.12 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律成立－5.19公布

◎2021.6.23「公的部門（国の行政機関等・地方公共団体等）における個人情報保護の規律の考え方（令和３年
個人情報保護法改正関係）」（第176回個人情報保護委員会決定）

◎自治体向け個人情報保護法改正説明会 第１回2021.7 第２回2021.11～12

◎2022. 1.28～3.1ガイドライン（行政機関等編）等パブコメ 4.20結果公表

◎2022.4.20個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（行政機関等編）公表
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220420_koutekibumon_guidelines_shinkyu.pdf

◎2022.4.28個人情報の保護に関する法律についてのＱ＆Ａ（行政機関等編）
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220428_koutekibumon_qa_shinkyu.pdf

個人情報の保護に関する法律についての事務対応ガイド（行政機関等向け）
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220428_koutekibumon_jimutaiou_guide_shinkyu.pdf

個人情報保護条例改正に至る検討経過 3
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個人情報保護委員会
法改正概要資料
https://www.ppc.go.jp
/files/pdf/seibihou_ga
iyou.pdf

個人情報の
範囲が縮小

照合可能
↓

容易照合可能
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個人情報保護委員会
法改正概要資料
https://www.ppc.go.jp
/files/pdf/seibihou_ga
iyou.pdf

条例の相違が
データ流通の
支障になる

↓
条例を国基準に

そろえる
↓

「国と同じ規律
を適用」
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個人情報保護委員会
法改正概要資料
https://www.ppc.go.jp
/files/pdf/seibihou_ga
iyou.pdf

国基準化は
「ナショナル
ミニマム」の
設定ではない

↓

国を上回る規定
の切り下げ
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個人情報保護委員会
第174回資料1
(2022年5月19日)

https://www.ppc.go.jp
/files/pdf/210519_shi
ryou-1.pdf

自治体の条例制定
の最大限尊重

全国的に適用する
事項は法令見直し

自治体毎の相違を
平準化する目的なら
多くの条例の規定に
揃えればいいはず

しかし・・・



自治体の個人情報保護条例の規定内容(2019.4総務省調査) 8

地方公共団体の個人情報
保護制度に関する懇談会
第１回(2019.12.2)資料4 
総務省提出資料
https://www.ppc.go.jp/
files/pdf/191202_soumu
shiryou.pdf

ほとんどの自治体で、
利用・提供等の例外
を「審議会」に諮問

して運用



自治体条例での「審議会」の機能（総務省調査） 9

（個人情報保護制度の見直しに関する検討会
第10回(2020.11.27)資料３

「地方公共団体の個⼈情報保護制度の在り方検討
に関する調査結果（総務省自治行政局）22頁）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kojinjyoh
o_hogo/kentoukai/dai10/siryou3.pdf
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個人情報保護委員会
「公的部門（国の行政
機関等・地方公共団
体等）における個人情
報保護の規律の考え
方」 (2021年6月)
https://www.ppc.go.jp
/files/pdf/210623_ko
uteki_kiritsunokangaek
ata.pdf

現行条例の規定
をことごとく
｢許容されない｣

↑
自治事務に対し
｢許容されない｣
という権限が

個情委にあるか
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個人情報保護委員会
政令規則告示改正

概要資料
(2022年4月20日)

https://www.ppc.go.jp
/files/pdf/220420_sei
reikisokuguidelines_gai
you.pdf
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個人情報保護委員会
政令規則告示改正

概要資料
(2022年4月20日)

https://www.ppc.go.jp
/files/pdf/220420_sei
reikisokuguidelines_gai
you.pdf



①～③は、条例で定めることが許容される。
④個人情報保護やデータ流通に直接影響を与えるような事項であって、①②に当たらないもの

については、条例で定めることは許容されない。

① 条例で定めることが法律上必要な事項
・本人開示等請求における手数料(法第89条第2項)
・行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約における手数料(法第119条第3・4項)

② 条例で定めることが法律上許容されている事項の例
・「条例要配慮個人情報」の内容(法第60条第5項)
・個人情報取扱事務登録簿の作成・公表に係る事項(法第75条第5項)
・個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要があると認める

ときの審議会等への諮問(法第129条)
・本人開示等請求における不開示情報の範囲(法第78条第2項)
・本人開示請求等の手続(法第107条第2項、第108条)

③ 単なる内部の手続きに関する規律にすぎない事項など、個人情報保護やデータ流通に直接影
響を与えない事項として条例で定めることが許容される事項の例
・地方公共団体の内部管理に関わる規定
・法の目的や規範に反さず、かつ事業者や市民の権利義務に実体的な影響を与えない範囲で基本理念や

事業者・市民の責務を定める規定

条例との関係【個人情報保護委員会が許容するとしているもの】 13

【個人情報保護法改正都道府県・政令指定都市説明会 第２回（2021.11.24～12.2個人情報保護委員会事務局資料）より作成】
http://yabure.kokuseki.info/cns/pip/br2/2021-11ppc-about-the-guideline.pdf



④ 個人情報保護やデータ流通に直接影響を与えるような事項であって、①② に当たらない事項とし
て条例で定めることが許容されない事項の例

・個人情報の定義に死者に関する情報を含める規定

・要配慮個人情報又は条例要配慮個人情報の取得、利用、提供等を制限する規定

・不要な保有個人情報の消去に係る規定

・オンライン結合に特別の制限を設ける規定

・目的外利用・提供を行う場合に審議会等の諮問を要する旨の規定

・開示請求書の提出を窓口での提出に限定する等、法が規定する開示請求の方法を制限する規定

・本人又は法定代理人若しくは任意代理人以外の者による開示請求を認める規定

・開示請求等の手続について法の規定よりも処理期間を延長する規定

・訂正請求を行う者に対し、当該請求の内容が事実に合致することを証明する資料の提出又は提示すべき旨

を定める規定

※ガイドラインの位置づけ （1 本ガイドラインの目的）

「本ガイドラインのうち、普通地方公共団体に適用される部分については、地方自治法（昭和22年法律第67
号）第245条の4第1項の規定に基づく技術的な助言である。

ただし、本ガイドラインの中で、「しなければならない」、「してはならない」及び「許容されない」と記述してい
る事項については、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人についても、これらに従わなかった場合、
法違反と判断される可能性がある。」

条例との関係【個人情報保護委員会が許容しないとしているもの】 14



「個人情報保護制度の見直しに関する最終報告」(令和2年12月個人情報保護制度の見直しに関するタスクフォース)

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kojinjyoho_hogo/pdf/r0212saisyuhoukoku.pdf

４ 地方公共団体等の個人情報保護制度の在り方 ４－１ 法律による全国的な共通ルールの設定

（１）地方公共団体の条例による規律とその課題

１．地方公共団体等における個人情報の取扱いについては、国の法制化に先立ち、多くの団体において条例
が制定され、実務が積み重ねられてきた。

独創的な規定を設けている条例も見られるなど、地方公共団体の創意工夫が促されてきたところであり、
我が国の個人情報保護法制は、地方公共団体の先導的な取組によりその基盤が築かれてきた面がある。

（略）

５．他方、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担う地方公共団体においては、住民と
直接的に関わる施策を実施することが多く、これに伴い必然的に大量かつ多様な個人情報を保有すること
になることから、個人の権利利益の保護のため、各地方公共団体が独自に条例によるルール化を図り、必
要な保護措置を講じてきた経緯がある。

法制化後も、地方公共団体等が地域の課題に対処するため、国による対応を待つことなく独自の施策を
展開することは依然として求められるものであり、これに伴い保有する個人情報について、法律の範囲内
で、必要最小限の独自の保護措置を講じることについては、否定されるべきものではないと考えられる。

また、これまでの地方公共団体等における個人情報保護行政実務の積み重ねや、情報公開制度など他
の事務への影響に十分に配意し、制度の安定性を確保する必要がある。

国も条例が国に先行して制定されてきた経緯の尊重を報告 15



国の個人情報保護法制

1970～ 省庁統一個人コード検討
国民総背番号制反対運動⇒検討中止

1980 OECDプライバシー保護勧告(8原則)
1982 グリーンカード制導入(所得税法改正）

⇒与党内にも反対が広がり廃止

1988.12 行政機関電算処理個人情報保護法
1999.8 住基法改正(住基ネット導入)←反対を押し切って

1999.6自自公で3年後に個人情報保護法制整備で合意
2002.8 住基ネット開始←自治体不参加・離脱

2003.5 個人情報保護法､行政機関/独法保護法成立
2008.3.6 住基ネット最高裁判決（要件として第三者機関等）

2013.5 番号法(＋整備法･J-LIS法･内閣法改正)成立
→2014.1 特定個人情報保護委員会設置

2015.9 番号利用拡大法・個人情報保護法改正
2016.1 個人情報保護委員会に改組
2016.5 行政機関個人情報保護法改正

2020.6 個人情報保護法改正（令和２年改正法）
漏洩報告･通知義務､法定刑引上げ､仮名加工情報等

2021.5 個人情報保護法改正（令和３年改正法）
３法＋条例の一本化

自治体の個人情報保護条例

1967 住民基本台帳法（住民情報の統合化）
1970～住民基本台帳オンライン化広がる

←国民総背番号制につながると各地で反対運動

1973 徳島市電子計算組織運営審議会条例
1975 国立市電子計算組織の運営に関する条例

５条からなる宣言的な条例

1976 世田谷区電子計算組織の運営に関する条例
個人情報保護の具体的方策が体系的に規定

1978 杉並区で条例制定直接請求運動
1980 福岡県春日市個人情報保護条例

初の電算処理以外を含む個人情報の保護

1985 川崎市個人情報保護条例
政令市で最初の条例

1990.3 神奈川県個人情報保護条例
都道府県で最初の条例

1990.12 東京都個人情報保護条例
2013～ 番号法に伴う条例改正

特定個人情報についての規定追加

2015～ 個人情報保護法改正による改正
要配慮個人情報など

｢国民総背番号制｣に対して作られてきた条例と法律の歴史 16



[1]改正後の条例の名称は「法施行条例」ではなく「個人情報保護条例」とし、現行
条例の基本的理念を後退させることのないよう住民情報の保護に向けた自治
体の理念・姿勢をあきらかにすること。その際基本的人権の保障や、自己情報
のコントロールなど情報主体としての住民の権利を規定すること。

▼個人情報保護委員会は、条例を廃止し、「（個人情報保護）法施行条例」を制定することを求めている？
・個人情報保護法施行条例の条文のイメージとして「○○市個人情報保護法施行条例」と記載

個人情報保護法の施行に係る関係条例の条文イメージ［令和３年６月時点暫定版］
（個人情報保護委員会事務局 総務省自治行政局行政課 令和３年６月29日）

http://www.bango-iranai.net/news/pdf/326-RegulationImagesOfLocalGov.pdf

・「個人情報の保護に関する法律についてのＱ＆Ａ（行政機関等編）」(2022.4.28)
【凡例】で改正後の条例を、「「法施行条例」 （個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第5号）
の規定に基づき個人情報の保護に関して定めた法施行条例）」と記載

※ガイドラインに名称についての規定はない。

▼条例に理念を規定することについて
Ｑ９－１－１ 地方公共団体が定める法施行条例において、基本理念や事業者・市民の責務についての規

定を設けることは可能か。
Ａ９－１－１ 法の目的や規範に反することがなく、また、事業者や市民の権利義務に実体的な影響を与え

ることがない限りにおいて、法施行条例上に独自の理念規定を設けることは妨げられません。
「個人情報の保護に関する法律についてのＱ＆Ａ（行政機関等編）」 （令和4年4月追加）

17



[2]「審議会」で有識者・住民により行政をチェックする意義を確認し、「審議会」の
役割を条例に規定して今後も十分機能するようにすること。

▼個人情報保護法第129条（地方公共団体に置く審議会等への諮問）
地方公共団体の機関は、条例で定めるところにより、第三章第三節の施策を講ずる場合その他の場合に
おいて、個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であ
ると認めるときは、審議会その他の合議制の機関に諮問することができる。

※個人情報保護法第三章第三節 地方公共団体の施策
第十二条（地方公共団体の機関等が保有する個人情報の保護）
第十三条（区域内の事業者等への支援）
第十四条（苦情の処理のあっせん等）

▼ガイドライン 9‐4 地方公共団体に置く審議会等への諮問
「・・・・特に必要な場合」とは、個人情報保護制度の運用やその在り方についてサイバーセキュリティに関
する知見等の専門的知見を有する者の意見も踏まえた審議が必要であると合理的に判断される場合を
いう・・・・

▼世田谷区答申 （https://www.city.setagaya.lg.jp/mokuji/kusei/002/002/001/d00198136_d/fil/0708.pdf）
１ 新たな個人情報保護制度を構築するうえでの「世田谷区の３つの基本方針」
１ ２（略）
３ 行政への区民参加・区民監視の制度として審議会制度が有効であることを確認し、情報公開・個人情報

保護審議会を今後も十分に機能させていくこと。

18



[3]個人情報の外部提供・目的外利用や住民情報の管理システムの開始・改変な
ど、従来審議会に諮問してきた事柄について、今後も審議会に報告し、審議会
委員が必要と判断した際は自発的に調査・審議・意見陳述ができるようにする
とともに、報告事項をホームページに掲載するなど市民にわかるようにすること。

▼ガイドライン 9‐4 地方公共団体に置く審議会等への諮問
この点、個人情報の取得、利用、提供、オンライン結合等について、類型的に審議会等への諮問を要件とする条例を定め

てはならない。 令和3年改正法では、社会全体のデジタル化に対応した個人情報の保護とデータ流通の両立の要請を踏ま
えて、地方公共団体の個人情報保護制度についても、法の規律を適用して解釈を委員会が一元的に担う仕組みが確立され
たところ、地方公共団体の機関において、個別の事案の法に照らした適否の判断について審議会等への諮問を行うことは、
法の規律と解釈の一元化という令和 3 年改正法の趣旨に反するものである。

なお、法及びガイドライン等の適正な運用をもって個人情報の保護が図られることとなることに加え、地方公共団体は、法
第166条の規定に基づき、専門性を有する委員会に助言を求めることも可能であることから、個別の事案について重ねて審
議会等の意見を聴くことが必要となる場面は少なくなると考えられる。

▼「一問一答令和３年改正個人情報保護法」（2021.11.25商事法務） （Ｑ５５ 62頁）
冨安泰一郎（前内閣官房ＩＴ総合戦略室審議官）、中田 響（前内閣官房ＩＴ総合戦略室企画官）

１ 審議会への諮問は、地方公共団体の機関の間で行われる内部手続であり、改正法の施行後も、地方公共団体の長等が、
意思決定に際して審議会等の意見を聴くこと自体は否定されません。

２ その一方、Ｑ５４で述べたような理由から、改正法の施行後は、地方公共団体の長等が個別の個人情報の取扱いについて
審議会等に諮問する必要性は低下するものと考えられます。
それにもかかわらず、地方公共団体の長等が、従来の慣行を単純に踏襲し、本来必要ない場面で審議会等に諮問する事

態が頻発するとすれば、改正法全体の趣旨に照らし、望ましくないとも考えられます。
３ そこで、第129条は、「地方公共団体の機関は・・・・・・特に必要であると認めるときは、審議会その他の合議制の機関に諮問

することができる」と規定し、地方公共団体に対し、改正法全体の趣旨を踏まえ、審議会等への諮問の必要性を改めて精査
することを求めています。
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Ｑ７－１－３ 法施行条例において、審議会等が諮問に基づかずに行う調査、審議又は意見陳述に関
する規定を設けることは可能か。

Ａ７－１－３ 法第129条は審議会等に対して地方公共団体の機関が行う諮問について規定するもの
であり、地方公共団体が附属機関等として設置する審議会等が自発的に行う調査、審議又は意見
陳述を妨げるものではありません。

ただし、地方公共団体が調査等を受けることを事実上の要件としたり、審議会の意見を尊重する
ことを義務として定めるような法施行条例の規定を設けることはできない点に留意する必要があり
ます。（令和4年4月追加）

Ｑ７－１－４ 法第129条の規定に基づく審議会等への諮問について、諮問先の審議会等の構成員に
専門的な知見を有する学識経験者等だけでなく、公募で選ばれた住民代表も含めても良いか。

Ａ７－１－４ 法第129条の規定に基づく審議会等への諮問については、「個人情報の適正な取扱いを
確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるとき」に行うことがで
きることとされており、諮問事項についての専門的な知見を有さない住民代表のみで構成された審
議会等に対して諮問を行うことは、本条の規定の趣旨に反し、認められません。

一方で、地方公共団体が審議会等の場を活用して、専門的な意見に対する住民の反応を確認す
る趣旨で住民代表からの意見を聞くこと自体は妨げられるものではなく、このような趣旨で専門的
知見を有する構成員と住民代表たる構成員により審議会等を構成することも妨げられません。
（令和4年4月追加）

「Ｑ＆Ａ(行政機関等編)」での審議会への諮問の記載 20



[4]個人情報は本人から収集するよう努めることを責務として条例に規定するとと
もに、現在「審議会」に諮っている例外的な本人外からの取得については、審
議会に報告し、審議会により調査・審議・意見陳述ができるようにすること。

（参考例）横浜市個人情報保護審議会 個人情報保護条例改正「中間取りまとめ」

４ 個人情報を収集する際は、可能な限り本人から収集するよう努める責務規定を新保護条例で設けるべきである。
５ 人種、信条及び社会的身分に係る情報を収集しないよう努める責務規定を新保護条例に設けるべきである

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/gyosei-kansa/joho/joreikisoku/joreikaisei.files/0006_20220620.pdf

〔４ 本人外収集の制限について 説 明〕

２ 新保護法における収集制限の扱い

新保護法では、本人外収集に関する制限は設けていない。新保護法第61条第１項で「行政機関等は、個人情報を保有する
に当たっては、法令（条例を含む。）の定める所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、その利用目的をで
きる限り特定しなければならない」とし、第64条では「偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない」と規定して
いる。

国としては、利用目的を特定し、不正な手段によらず個人情報を収集すれば、これまで各地方公共団体で行ってきた個人情
報保護の水準を維持できるという考えである。さらに、ガイドラインでは、個人情報保護やデータ流通について直接影響を与え
るような事項であって、新保護法に委任規定が置かれていないものについて条例で独自の規定を定めることを許容しておら
ず、その一例として「個人情報の取得を本人からの直接取得に限定する規定」（P.74）を挙げている。

３ 本人外収集の制限を責務規定として存置する理由

個人情報を、本人から収集できるにもかかわらず、本人以外から収集した場合には、違法ではないとしても、トラブルの発生
が懸念される。これまで行ってきた本市の個人情報の保護水準を低下させず、市民の信頼を損ねないためには、本人からの
直接取得に限定する規定までは設けられないにしても、本人から収集することができる場合には、当該本人から収集するよう
努めることを責務規定として新保護条例に定めるべきものと考える。
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[5]要配慮個人情報はできる限り収集しないよう努めることを責務として条例に規
定するとともに、その扱いについて安全管理措置を整備すること。

また個人情報保護法令に規定はないが不当な差別・偏見の原因となるおそ
れがある個人情報について、積極的に「条例要配慮個人情報」として条例に規
定し管理に万全を期すこと。

▼条例では、当初よりセンシティブ
個人情報の収集制限等を規定

▼国は2015年個人情報保護法改正
で「要配慮個人情報」を新設

民間事業者の取得は原則として本人
の同意が必要で、オプトアウト手続きに
よる第三者提供を認めない。

▼行政機関個人情報保護法2016年
改正で、要配慮個人情報を規定

収集制限等は設けていない。
個人情報ファイル簿に要配慮個人情
報の有無を記載。
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▼新個人情報保護法第６０条（定義）５
この章において「条例要配慮個人情報」とは、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人が保有する個人情報（要配慮個

人情報を除く。）のうち、地域の特性その他の事情に応じて、本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないように
その取扱いに特に配慮を要するものとして地方公共団体が条例で定める記述等が含まれる個人情報をいう。

▼「個人情報保護制度の見直しに関する最終報告」40頁（令和2年12月個人情報保護制度の見直しに関するタスクフォース）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kojinjyoho_hogo/pdf/r0212saisyuhoukoku.pdf

（５）条例で定める独自の保護措置

２．他方、共通ルールよりも保護の水準を高めるような規定を条例で定めることは、必ずしも否定されるものではないと考えられ
る。
ただし、個人情報保護法制が「個人情報の有用性に配慮」（個情法第１条、行個法第１条及び独個法第１条）することを求める

ものであり、共通ルールを設ける趣旨が個人情報保護とデータ流通の両立を図る点にあることを踏まえると、地方公共団体が
条例で独自の保護措置を規定できるのは特にそのような措置を講ずる必要がある場合に限ることとするのが適当である。

３．例えば、地方公共団体等がそれぞれの施策に際して保有することが想定される情報で、その取扱いに特に配慮が必要と考
えられるものとして「ＬＧＢＴに関する事項」「生活保護の受給」「一定の地域の出身である事実」等が考えられるが、これらは、
国の行政機関では保有することが想定されず、行個法・行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５
年政令第５４８号。以下「行個令」という）の「要配慮個人情報」には含まれていないものである。

また、将来においても、地方公共団体等において新たな施策が展開され、その実施に伴い保有する個人情報が、行個法・行
個令の「要配慮個人情報」には規定されていないものの、その取扱いには、「要配慮個人情報」と同様に特に配慮が必要な個
人情報である場合も想定される。こうした個人情報について、不当な差別、偏見等のおそれが生じ得る情報として、地方公共
団体が条例により「要配慮個人情報」に追加できることとすることが適当である。

「条例要配慮個人情報」が、なぜ新保護法に規定されたか 23



[6]目的外利用や外部提供が担当部署だけの判断で行われないよう､個人情報保護担
当部署への報告を義務づけ､｢審議会｣に報告して客観性が反映される仕組みにすると
ともに､個人情報ファイル簿への記載等による住民への可視化を条例に規定すること。

法改正（一本化）により、2023年4月より、個人情報保護法の規定が自治体にも適用される

▼新個人情報保護法第６９条（利用及び提供の制限）
行政機関の長等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用目的以外の目的のために
保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。ただし、保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は
提供することによって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。

一 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。
二 行政機関等が法令の定める所掌事務又は業務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合であって、当該保有

個人情報を利用することについて相当の理由があるとき。
三 他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立行政法人に保有個人情報を提供する場合において、保有

個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個
人情報を利用することについて相当の理由があるとき。

四 前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人情報を提供するとき、本人以外の者に提
供することが明らかに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供することについて特別の理由があるとき。

▼（参考例）名古屋市個人情報保護審議会答申（2022.8.5） ４ 個人情報の取得の制限について
（１）個人情報の本人以外の者からの取得のうち、現行条例によるならば事前に等審議会への意見聴取を要するものについては、個

人情報保護制度の所管部署への報告等を行った上で当該取得を実施するとともに、これにつき当審議会への事後報告を行うこ
ととするのが適当である。

（（２）（条例）要配慮個人情報についても、所管部署への報告後の取得と審議会への事後報告を行うことが適当とする）

▼ （参考例）京都市審議会答申（2022.6） <論点 3> 目的外利用・提供の制限
「･･･また，提供先や利用目的の可視化について，新条例で義務化することが適当です」
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[7]住民情報のオンライン結合について、デジタル化の進展により新たな漏洩やシ
ステムの障害、プライバシー侵害などが起きる可能性を考慮し、「審議会」や専
門家による検証を積極的に求めリスクの最小化に努めるとともに、必要に応じ
て結合先に対する調査や要請を行うことを条例に規定すること。

▼オンライン結合について、個人情報保護法には規定がない

▼ガイドライン 11 条例との関係

個人情報保護やデータ流通について直接影響を与えるような事項であって、法に委任規定が置かれて
いないもの（例：オンライン結合に特別の制限を設ける規定、個人情報の取得を本人からの直接取得に限
定する規定）について、条例で独自の規定を定めることは許容されない。

▼「Ｑ＆Ａ（行政機関等編）」 Ａ７－１－１

・・・・なお、いわゆる「オンライン結合制限」や目的外利用制限などに関する規律として、個別案件におけ
る個人情報の取扱いについて、類型的に審議会等への諮問を行うべき旨を法施行条例で定めることは認
められません。

一方で、特定個人情報保護評価に関する規則（平成26年特定個人情報保護委員会規則第1号）第7条第
4項に基づき審議会等に意見を聴く場合等、法第129条の規定に関わらず、個人情報保護法以外の法令
に基づき、審議会等に対し意見を聴くことは妨げられません。（令和4年4月追加）
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「杉並区における個人情報保護に関する答申」（抜粋）
（昭和53年3月1日杉並区個人情報保護対策研究協議会 会長 志村 芳男）

１．総括的意見(２～３頁)

（前略）「国民総背番号制」とは、昭和45年頃、行政管理庁が中心となって国の省庁間で、「事務処理用統一個人コード」
の設定について検討されたものに対して、呼称されたものと聞き及んでおります。以来、地方自治体において住民記録の電
算化を図る場合、必ず話題となり、この問題に関連しての議論が行われています。しかし昭和52年2月、国会において内閣
総理大臣がこの問題に関連して「国民のコンセンサスが得られないので、実施する考えはない」旨の発言を行っております。

私たちは、区において事務処理の効率化と区民サービスの向上に寄与するため、電子計算組織を利用することを否定す
るものではありません。住民記録の電算化が、直ちに国民総背番号制に結びつくとは考えませんが、反面、絶対につなが
らないという保障もありません。

このため、杉並区においては、電子計算組織を利用するにあたって、国あるいは他の地方自治体のシステムとの結合を
行うようなことは、絶対に避けなければならないと考えます。（以下略）

２．諮問についての意見（５頁）

１）個人情報の保護に対する基本的な考え方について
電子計算組織を利用し、住民基本台帳登載事項を中心に、個人情報の処理を推進するにあたっては

①電子計算組織の利便さのみに目を奪われ、区民の基本的人権保障に欠けるところがあってはならない。電子計算組織
の利用は、人権保障に視点を置いて管理運営されなければならない。

②個人情報の保護にあたっては、制度的にプライバシーの権利、とりわけ個人的秘密を保護すべく条例を制定してこれに
対処する。

③区民の福祉増進に寄与するように努めるとともに、個人情報の利用の民主的運用を確保する。
なお、国民総背番号制に反対するという意味からも、諮問の第二で出されている、国や他の地方公共団体との結合はし

ない、ということを基本にすえる必要があると考えます。

杉並区の条例制定にいたる検討 26



杉並区住民基本台帳に係る個人情報の保護に関する条例（平成13年9月25日条例第44号）

第５条（審議会への報告等）

区長は、区が管理する電子計算機と区以外のものが管理する電子計算機との間で、電気通信回線を通じ
て送受信を行った住民票に記載されている事項（以下この項及び次条第１項において「住民票記載事項」とい
う。）の処理状況並びに当該処理により発生した苦情（住民票記載事項に係るものに限る。）及びその処理の
内容について、毎年１回以上、杉並区情報公開・個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）に報告しなけ
ればならない。

第６条（不適正利用に対する措置）

区長は、住民票記載事項の漏えい又は不適正な利用により、区民の基本的人権が侵害されるおそれがあ
ると認めるときは、国、他の地方公共団体、指定情報処理機関その他の関係者（以下この条において「国等」
という。）に対し報告を求めるとともに、必要な調査を行わなければならない。

２ 区長は、前項の規定による国等からの報告又は調査により、区民の基本的人権が侵害されると判断したと
きは、区民の個人情報の保護に関し、必要な措置を講じなければならない。

３ 区長は、前項に規定する措置を講ずるに当たっては、あらかじめ審議会の意見を聴くとともに、広く区民の
意見を求めるものとする。

４ 区長は、区民の基本的人権が侵害されるおそれについて、明白かつ差し迫った危険があると認めるときは、
第１項及び前項の規定にかかわらず、報告の要請又は意見の聴取を行わずに必要な措置を講ずることが
できる。この場合において、必要な措置を講じた後、その措置の内容について速やかに審議会に報告する
ものとする。

(参考)住基法の事務管理・執行の適正管理についての杉並区の条例 27



[8]開示請求を行わなくても、訂正請求・利用停止請求を可能にすること。

▼個人情報保護法では、請求できる対象を、開示決定で開示を受けた個人情報に限定
第９０条（訂正請求権）

何人も、自己を本人とする保有個人情報（次に掲げるものに限る。第九十八条第一項において同じ。）の内容が事実でないと思料するとき
は、この法律の定めるところにより、当該保有個人情報を保有する行政機関の長等に対し、当該保有個人情報の訂正（追加又は削除を含む。
以下この節において同じ。）を請求することができる。ただし、当該保有個人情報の訂正に関して他の法令の規定により特別の手続が定めら
れているときは、この限りでない。
一 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報
二 開示決定に係る保有個人情報であって、第八十八条第一項の他の法令の規定により開示を受けたもの

第９９条（利用停止請求の手続）
利用停止請求は、次に掲げる事項を記載した書面を行政機関の長等に提出しなければならない。
一 利用停止請求をする者の氏名及び住所又は居所
二 利用停止請求に係る保有個人情報の開示を受けた日その他当該保有個人情報を特定するに足りる事項
三 利用停止請求の趣旨及び理由

▼「Ｑ＆Ａ（行政機関等編）」では、開示請求を前置しない条例も認める
Ｑ５－８－２ 法は、訂正請求や利用停止請求の対象となる保有個人情報について、本人が法の開示決定に基づき開示を受

けたもの又は法第 88 条第 1 項の他の法令の規定により開示を受けたものに限っているところ（法第90条第1項及び第98条
第1項）、法施行条例で規定することにより、本人が開示を受けていない保有個人情報についても訂正請求や利用停止請求
の対象とすることはできるか。

Ａ５－８－２ 法は、対象となる保有個人情報の範囲を明確にし、訂正請求及び利用停止請求の制度の安定的運用を図るた
め、これらの制度について開示を受けた保有個人情報を対象としています。他方、法第108条は、訂正及び利用停止の手続
に関する事項について、法第5章第4節の規定に反しない限り、条例で必要な規定を定めることができることとしているところ、
開示を受けていない保有個人情報について訂正請求及び利用停止請求の対象とすることは、これらの請求の前提となる手
続に関するものであり、訂正及び利用停止の手続に関する事項に含まれるため、訂正請求や利用停止請求の制度の運用
に支障が生じない限りにおいて、そのような法施行条例を規定することは妨げられません。（令和4年4月追加）
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[9]代理人による開示・訂正等請求にあたっては、開示等請求制度の悪用を防止
するため、必要に応じて本人の意思確認を行うことを条例に規定すること。

Ｑ５－３－１ 未成年者とその法定代理人との利益相反が生じるような場合があり得るところ、未成年者の法定代理人による開
示請求について、本人の意思を確認することはできるか。また、一律に本人の同意を証する書類の提出を義務付ける法施
行条例の規定を設けることはできるか。

Ａ５－３－１ 法定代理人は、任意代理人とは異なり、本人のために代理行為を行う義務はあっても、代理行為に本人の同意
は要しないため、本人の意思と独立して開示請求を行うことができます。
法第108条は、開示の手続に関する事項について、法第5章第4節の規定に反しない限り、条例で必要な規定を定めること

ができることとしていますが、未成年者の法定代理人による開示請求について、一律に本人の同意を証する書類の提出を
義務付けることは、実質的に任意代理のみを認めて法定代理を認めないこととなり、開示請求権について法に定めの無い
制限を課すものであって開示の手続に関する事項であるとはいえず、そのような規定を法施行条例で定めることは認められ
ません。
もっとも、開示請求に係る保有個人情報について、当該保有個人情報を法定代理人に開示することにより本人の生命、健

康、生活又は財産を害するおそれがある情報（法第78条第1項第1号に規定する不開示情報）に該当する場合もあるところ、
同号該当性の判断に当たって、必要に応じて本人の意思を確認することは妨げられません。（「Ｑ＆Ａ」令和4年4月更新）

Ｑ５－３－３ 任意代理人からの開示請求について、本人の意思を特に確認する必要があるときに、本人に対して確認書を送
付し、返信をもって本人の意思を確認する手続をとることはできるか。また、これを認める法施行条例の規定を設けることは
できるか。

Ａ５－３－３ 任意代理人による請求の場合は、法定代理人による請求の場合と異なり本人から委任を受けていることが要件と
なります。そのため、なりすまし等による開示等請求制度の悪用を防止する観点から、任意代理人の資格を確認することは
重要であり、必要に応じて本人に対して確認書を送付し、その返信をもって本人の意思を確認することは妨げられません。
また、法第108条に規定する開示の手続に関する事項としてこれを認める法施行条例の規定を設けることも妨げられませ

ん。（「Ｑ＆Ａ」令和4年4月更新）
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[10]個人情報ファイル簿の作成にあたっては、個人情報保護法では対象とならな
い保有個人情報についても対象とし、現行の目的外利用・外部提供・委託など
の取扱状況を記載し公表する仕組みを下回らないものとすること。

▼個人情報保護法第７５条（個人情報ファイル簿の作成及び公表）
行政機関の長等は、政令で定めるところにより、当該行政機関の長等の属する行政機関等が保有している個

人情報ファイルについて、それぞれ前条第一項第一号から第七号まで、第九号及び第十号に掲げる事項その他
政令で定める事項を記載した帳簿（「個人情報ファイル簿」）を作成し、公表しなければならない

▼ガイドライン 6‐2 個人情報ファイル簿の作成及び公表
地方公共団体の機関、地方独立行政法人においては、当該地方公共団体又は当該法人を設立する地方公共団

体の定める条例で定めるところにより、個人情報の保有の状況に関する事項を記載した帳簿（個人情報を取り扱う
事務単位で作成された帳簿等）を作成し、公表することも可能である。

このような帳簿を作成・公表する場合であっても、当該地方公共団体の機関、地方独立行政法人においては、個
人情報ファイル簿についても作成・公表を行わなくてはならない（法第75条第5項）

「個人情報ファイル簿」＝保有する個人情報ファイルの名称、利用目的、記録項目、収集方法などを記載した帳簿
1,000 人未満の個人情報ファイルについては個人情報ファイル簿の作成・公表を義務付けられていない

「個人情報登録簿」＝業務単位で記録した「個人情報登録票」を綴った簿冊。
「個人情報登録票」は、業務の名称、個人情報の収集目的、個人情報の記録の内容、対象と
なる個人の範囲、個人情報の収集方法、管理個人情報の記録形態を登録
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[11]死者に関する個人情報について、現行条例の保護水準を低下させないように
すること。

▼個人情報保護法 第二条（定義）
この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。（略）

▼杉並区個人情報保護条例 第２条（定義）
(１)個人情報 個人に関する情報であつて、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別する
ことができるもの（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。

▼ガイドライン 4‐2‐1 個人情報

法では、「個人情報」を生存する個人に関する情報に限っているところ、「個人情報」の定義の統一は、令和3年改正法の目的
である個人情報保護法制に係る全国ルールの統一の根幹をなすものであり、これに反して死者に関する情報を条例で「個人
情報」に含めることはできない。

ただし、死者に関する情報が同時に遺族等の生存する個人に関する情報でもある場合には、当該生存する個人に関する情
報として法の保護の対象となる。

▼Ｑ２－２－１ 死者に関する情報のうち生存する遺族の個人情報に該当する情報について、法施行条例で特定の情報がこれに
該当する旨を定めることはできるか。

Ａ２－２－１ 死者に関する情報のうち、生存する特定の個人に関する情報であって、当該生存する特定の個人を識別することが
できる情報は、当該生存する特定の個人を本人とする「個人情報」（法第2条第1項）に当たります。

死者に関する情報が生存する特定の個人を本人とする「個人情報」に該当するか否かは、法の規定に基づき判断する必要があ
るため、法施行条例にそうした規定を設けることは認められません。

一方で、死者に関する情報の取扱いについて、個人情報保護制度とは別の制度として、条例で定めることは妨げられません。
（「Ｑ＆Ａ」令和4年4月追加）
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(２) 基本理念
③ 死者（死後）の個人情報は、死者の尊厳が社会の基礎であるとの見地から、社会通念に照らし慎重に取り扱われなければ

ならない
※県の責務、県民の責務にも

「保有する死者（死後）の個人情報の取扱いに当たっては、最大限の配慮をしなければならない」

３ 死者（死後）の個人情報の保護
県独自に条例で死者（死後）の個人情報を保護するための制度を設けます。
(１) 県が保有する死者（死後）の個人情報の取扱い

次の事項について、改正個人情報保護法における個人情報の取扱いに準ずる規定を設け、県独自に個人情報の死後に
おける適正な取扱いの確保を図る。

①保有の制限、不適正な利用の禁止、③適正な取得、④正確性の確保、⑤安全管理措置、⑥従業者の義務、
⑦漏えい等の報告、 ⑧利用及び提供の制限、⑨提供を受ける者に対する措置要求

(２) 死者（死後）の個人情報の提供の特例（略）
(３) 死者（死後）の個人情報ファイル簿（略）
(４) 罰 則 （略）

※現行鳥取県条例逐条解説（令和３年４月）https://www.pref.tottori.lg.jp/secure/424047/210401hogojoureikaisyaku.pdf
「第２ 解釈及び運用 １ 第１号関係
（２）本号の用語の定義は以下のとおりである。
イ 「個人に関する情報」とは、思想、心身の状況、学歴、職歴、成績、親族関係、財産状況、所得その他一切の個人情報をいう。
なお、個人情報には、個人が営む事業に関する情報（以下「個人事業主情報」という。）も含まれる。その理由は、個人情報と個
人事業主情報とは明確に区分しにくいためである。

また、死者の情報は、個人情報に含まれる。その理由は、死者の情報であっても、適正に管理する必要があることと、実務
上、すべての個人情報について、生存する者の情報であるかどうか確認することが困難なためである。」

死者の個人情報 (参考例)鳥取県個人情報保護条例改正案の概要(2022.7.28) 32



[12]地方議会における個人情報の適切な取扱いを定めること。

▼個人情報保護法第２条（定義）
11 この法律において「行政機関等」とは、次に掲げる機関をいう。

一 行政機関
二 地方公共団体の機関（議会を除く。次章、第三章及び第六十九条第二項第三号を除き、以下同じ。）
三 独立行政法人等
四 地方独立行政法人

▼ガイドライン 4‐1‐1 行政機関等
地方公共団体の議会については、国会や裁判所が法による個人情報の取扱いに係る規律の対象となって

いないこととの整合を図るため、基本的に地方公共団体の機関から除外され（法第2条第11項第2号）、法第5
章が規定する行政機関等の個人情報の取扱いに係る義務等に関する規律の適用対象とされていないが、
個人の権利利益の保護という観点からは、自律的な対応のもと個人情報の適切な取扱いが行われることが
望ましい。

なお、次の規定においては、「地方公共団体の機関」に地方公共団体の議会が含まれる。
・国及び地方公共団体の責務等を定める規定（法第2章）
・個人情報の保護に関する施策等を定める規定（法第3章）
・行政機関等が利用目的以外の目的のために保有個人情報を提供することができる事由として地方公共

団体の機関に提供する場合について定める規定（法第69条第2項第3号）
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[13]行政機関等匿名加工情報の提供制度導入にあたっては、判断基準を審議会
に諮問して作成し、提案内容を公表し、公益性について慎重に検討すること。

34

▼「匿名加工情報」
2015年個人情報保
護法改正で新設され、
個人情報として扱わ
ない。

▼「非識別加工情
報」2016年に行政機
関・独立行政法人保
護法改正で新設され、
個人情報として扱う。

▼2021年法改正
匿名加工情報に統
一（行政機関等匿名
加工情報）され、個
人情報ではなくなる

※自治体も実施対象。
当面、都道府県・政
令指定都市以外の
実施は任意

「国の行政機関・独立行政法人等における非識別加工情報の制度のあらまし」（個人情報保護委員会）より



●国の匿名加工情報（非識別加工情報）の提供実績(2021.3/24連合審査・共産本村委員)
（福浦政府参考人） 令和二年度の提案募集の対象となった個人情報ファイルは、行政機関は306件、独立行政法人等は1735件。

当該制度による提案募集は平成29年度から実施をされ、これまでの実績は、独立行政法人住宅金融支援機構が提供を行った
一件。提供先は、住信ＳＢＩネット銀行。独立行政法人等非識別加工情報に含まれる本人の数は約百十八万人。非識別加工を
行った個人情報ファイルの名称は、個人融資マスターデータファイル。

提供された非識別加工情報には、ＩＤ、住宅取得以外の借入残高、自己資金、融資申込金額、融資申込金額のうちボーナス返
済分、融資種別、返済期間、職業、業種、就業時年齢、申込み本人前年年収、収入合算者の前年年収、性別、申込み時の年齢、
家族構成、現住居形態、同居家族人数、現住所郵便番号、購入物件郵便番号、住宅床面積、土地取得費、建物購入価格、勤続
年数が含まれている。

これらのデータについては、特定の個人が識別できないように加工している。
利用目的は、幅広い客層に安価で優良な住宅ローンを提供するために、ＡＩ審査モデルの構築に活用したということでございま

す。独立行政法人住宅金融支援機構自身が非識別加工を行った。手数料については、契約当事者間の、特にその事業活動に
関わるもので、秘密事項ということの整理で当委員会では承知をいたしておりません。

●防衛省の裁判関係データ（2021.4/14参院本会議・共産田村）
防衛省が2020年12月に提案を募集した個人情報ファイルの中に、横田基地夜間差止等請求事件ファイル（訴訟原告名簿）な

ど裁判関係の15本の個人情報ファイルがあることを指摘。

●文科省国立大学法人の受験生データ（4/20参院内閣委・ 共産田村委員）
政府参考人）令和二年度の各国立大学法人の提案募集の対象となる個人情報の一覧表によりますと、受験生の入試の点数や
内申点などの情報を含むファイルを提案対象としている法人は四十九法人、授業料免除に関する情報を含むファイルを提案対
象としている法人は三十法人
田村委員）授業料免除ファイル、ある大学のものを見ますと、母子、父子家庭であるかどうか、障害者がいるかどうか、生活保護
世帯であるかどうか、被爆者がいるか、長期療養がいるか、家計支持者別居世帯かなども記録項目として挙げられているんです
よ。極めてセンシティブな情報

匿名加工情報提供についてのデジタル国会での審議 35



[14]現行条例の個人情報保護の水準を低下させない条例とすること。
国に対して個人情報保護法の見直しと個人情報保護委員会の運営の改善を
求めること。

▼本人開示等請求における手数料
Ｑ５－７－１ 開示請求の手数料は、国と異なる手数料を定めることは可能か。
Ａ５－７－１ 地方公共団体における開示請求に係る手数料は、「実費の範囲内において条例で定める額」とされており（法
第 89 条第 2 項）、その額を定めるに当たっては、できる限り利用しやすい額とするよう配慮しなければならないとされて
います（法第89条第3項）。・・・・国と異なる手数料とすることも可能ですが、各地方公共団体において、法の趣旨を踏ま
え、条例で適切に定める必要があります。なお、実費の範囲内であれば、従量制の開示手数料を定めることが可能であ
り、また、手数料を無料とすることも妨げられません。（「Ｑ＆Ａ」令和4年4月追加）

▼本人開示・訂正請求・利用停止請求の期限
Ｑ５－６－１ 法は、開示決定等の期限について、①原則として開示請求があった日から30日以内とした上で（法第83条第
1項）、②事務処理上の困難その他正当な理由があるときは 30 日以内に限り延長することができることとしている（同条
第2項）。これらの期間について、法施行条例で規定することにより、より短い期間とすることができるか。

また、①の期間を15日以内とした場合、②の期間を45日以内とすることはできるか。
Ａ５－６－１ ・・・開示決定等の期限については開示の手続に関する事項に含まれるため、法施行条例で30日以内の任意
の期間とすることは認められます。また、法第83条第2項の延長可能な期間についても、30日以内の任意の期間とするこ
とは認められます。

もっとも、法第83条第1項の期間を短縮した場合であっても、同条第2項の期間について法が定める30日を超える期間
とすることはできません。

なお、法第84条で「60日以内」とされている期間は法第83条第1項及び第2項の期間の合計であることから、例えば、法
施行条例で同条第1項の期間を「15日以内」とし、同条第 2 項の期間を「20日以内」とした場合には、法施行条例で第84
条の期間を「35日以内」として、整合を図る必要があります。（ 「Ｑ＆Ａ」令和4年4月追加）
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